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1 ．はじめに
近年，加速的にボーダレス化の進む国際社会におい
て，指導的人材として活躍する，いわゆるグローバル
人材の育成に主眼を置いた教育改革に取り組む高等教
育機関が増えつつある．「グローバル人材」は，もち
ろん日本のみで通用する造語で，例えばイギリスや
オーストラリアで浸透しつつあるEmployability 
（Knights・Yorke 2003:3-16）のように，汎用性・応用
性に富みかつシンプルな定義が存在するわけではな
い．文部科学省主導のグローバル人材育成支援事業
（2012～2016年）1）では，その公募要項で，「語学力・
コミュニケーション能力」，「主体性・積極性，チャレ
ンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使命感」，「異文
化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ」，
「幅広い教養と深い専門性，課題発見・解決能力，チー
ムワークとリーダーシップ，倫理性・公共性，メディ
ア・リテラシー」と育成する共通の人材像に言及して
いる．これは，前年の『産学で育てるグローバル人材
育成戦略審議まとめ』で我が国の育成すべきグローバ
ル人材として示された，「世界的な競争と共生が進む
社会において，日本人としてのアイデンティを持ちな
がら，広い視野に立って培われる教養と専門性，異な
る言語・文化，価値を乗り越えて構築するコミュニケー
ション能力と協調性，新しい価値を創造する能力，次
世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った
人間」を大学の施策に反映させやすいよう具体化した
ものである．また同時に，公募要領では各大学の教育
理念・目標や開学の精神に基づいた人材像を明示する
ことも促がされている．つまり，育成するグローバル
人材の定義がそれぞれの教育機関や学部・専門により
異なってしかるべきという考えが示されている．
グローバリゼーションがもたらすモノ・カネ・ヒト・
情報の流動化，気候変動や自然災害，また近年とりわ
け世界を揺るがすテロ，政情不安，移民問題など，よ
り複雑化する社会において，能動的参画者もしくは指
導的人材に求められる資質や能力は変容している．従
来は語学の熟練＝グローバルと理解されがちであった
が，近年は，語学力のみならず，傾聴力，情報発信力，
交渉力を含むコミュニケーション能力や多様性の受
容，論理的思考力，問題解決力，チームで協働する力，
行動力，など，より幅広い側面でとらえられるように
なってきている．つまり，高等教育機関はこれらの能
力・資質を育む教育機会をこれまで以上に積極的に提
供しなれければならない状況にある．
本稿では，日本の高等教育機関で育成するグローバ
ル人材について，グローバル人材育成支援事業に採択
【特　集】
「内なる国際化」でグローバル人材を育てる
―国際共修を通したカリキュラムの国際化―
末松和子 1）＊
1 ）東北大学高度教養教育・学生支援機構
＊）連絡先：〒980－8576　仙台市青葉区川内41　東北大学高度教養教育・学生支援機構　suematsu@insc.tohoku.ac.jp
要旨：日本の高等教育機関で育成するグローバル人材像についてこれまでの議論を整理し，文部科学省のグロー
バル人材育成支援事業に採択された大学の例を中心にその能力や資質を再考する．次に，それらを育む海外留学と
その代替経験としての正課内外の異文化交流，いわゆる内なる国際化（Internationalization at Home）の意義を先行
研究も交え議論する．さらに，その一環として実施する留学生と国内学生が共に学ぶ国際共修について，国内外の
現状を紹介し，日本の高等教育機関における国際共修の実践および研究における課題や展望に言及する．
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された大学の例を中心に，その能力や資質を整理する．
次に，それらを育む正課内外における国際経験，とり
わ け 内 な る 国 際 化，Internationalization at Home
（Beelen・Jones 2015:59-72）の一環として実施する留
学生と国内学生が共に学ぶ国際共修について，実践例
やその学習効果に言及し議論する．
2 ．日本におけるグローバル人材育成
2－1．近年における政策・施策
日本の高等教育機関の国際化およびグローバル人材
育成は，国際教育を大学の看板に掲げる一部の私立大
学が先導し，文部科学省の介入により2002年より国政
の一環として推進されてきた．留学生10万人計画（1983
年）2），留学生30万人計画（2008年）3）のもと実施さ
れた「大学の国際化拠点整備事業（大学の国際化のた
めのネットワーク形成支援事業，以下，G30，2009～
2013年）」4）を機に，まずは優秀な留学生を海外から
迎え入れるための体制整備や，英語のみで学位が取得
できる課程の設置などの教育改革が進んだ．次いで，
2012年より，国内学生の人材育成に焦点を当てた「経
済社会を牽引するグローバル人材育成支援事業（以下，
GGJ）」の実施により，語学力の向上や海外留学の促
進を主軸とする教育改革が開始する．2014年に開始し
たスーパーグローバル大学創成支援事業5）（以下，
SGU）は文部科学省初の10年間プロジェクトであるが，
GGJ採択校のうち，SGUにも採択された大学は，世
界の卓越した大学との連携・協働による研究教育強化
（タイプA）もしくは，国内の大学の国際化牽引（タ
イプB）といったSGUの枠組みの中で，グローバル
人材育成事業を継続する．この間，アジア人財資金構
想（経済産業省，文部科学省：2007年～2013年）6），
世界展開力強化事業（文部科学省：2011年～）7），留
学コーディネーター配置事業（文部科学省：2015年～）8）
等の他の国際化支援事業も開始され，この10年間は日
本の高等教育機関にとってまさに激動の国際化時代で
あったと言える．
　
2－2．グローバル人材の定義
では，私たちはどのような人材を育成しようとして
いるのか．周知のとおり，グローバル人材は日本のみ
で通用する造語であり，前述したように，その定義や
解釈も，特定の施策としては定められているものの，
多くの場合，各教育現場にゆだねられている．1990年
代に世界規模でグローバリゼーションが進展し，また
バブル崩壊後の長期経済低迷をブレークスルーするた
めに海外進出に乗り出す企業の戦力として認識され始
めたのがグローバル人材の始まりと言われている．産
業界の人材育成に対する要望が高等教育の枠組みで議
論・施策化された経緯については吉田（2014: 164-
174）が詳しいが，経済産業省主導の「産学連携パー
トナーシップ」の提言（2009）を経て「新成長戦略実
現会議」（2009），「グローバル人材育成推進会議 」
（2009），と発展し，「我が国の成長を支えるグローバ
ル人材の育成とそのような人材が活用される仕組みの
構築を目指し，とりわけ日本人の海外留学の拡大を産
学の協力を得て推進する」 ことを目的とする国家プロ
ジェクトが検討された．外務大臣，文部科学大臣，厚
生労働大臣，経済産業大臣及び国家戦略担当大臣から
なる同会議の中間報告書で，上記で述べたグローバル
人材の定義となる能力・資質が示され，最終的にGGJ
へとつながる．
　
2－3．グローバル人材に求められる能力と資質
この動きと平行して，1990年代後半から2000年前半
に欧州を中心に広がったキーコンピテンシー，EUコ
ンピテンシー , イギリスのキースキル，米国発の21世
紀型スキル，オーストラリアの汎用性能力（Bridges, 
1996: 43-51）などの，初・中等教育を中心とした教育
改革や，それらのコンセプトが高等教育に応用されイ
ギリスやオーストラリアで発展したEmployabilityな
どの世界規模の教育改革が進行する．いわゆるジェネ
リック・スキルの習得や学習成果を主軸とした大胆な
カ リ キ ュ ラ ム の 見 直 し で あ る． と り わ け，
Employability（雇用されうる能力）は，Graduate 
Attributes，つまり，卒業時までに，産業界にとって，
より魅力的な人材であるために学生が在学中に修得す
べき能力や資質，を明確に意識させる教育改革を高等
教育機関に迫るきっかけとなった．イギリスの例を挙
げて言えば，イギリスのケント大学やエジンバラ大学
は，Employabilityを引用したうえで，それぞれの大
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学が目標とする人材育成に言及している．
我が国も当然のことながらこの教育改革の影響を受
け，「グローバル人材」の概念は徐々に形成されてゆく．
文部科学省の「学士力」，経済産業省の「社会人基礎力」，
内閣府の「人間力」，厚生労働省の「就職基礎能力」は，
それぞれ，コンピテンシー，汎用可能な能力，
Employabilityの考え方が取り入れられており，これ
に加えて，日本の国際競争力の低下や日本の高等教育
機関の危機感の薄さを憂慮する産業界の圧力もあり，
最終的に先述した定義に収まった．経済産業省や産業
界のイニシアチブで始まった人材育成案であれば，も
う少し職業訓練的な要素が含まれていても不自然では
ないが，「グローバル人材育成推進会議」委員の多彩
な顔ぶれとそれぞれが影響を受ける海外初のジェネ
リック・スキルに対する考え方が複雑に入り組んだ歩
み寄り案となったため，具体的な指針（外国語能力）
と漠然とした能力・資質育成が混在する形の提示と
なったのであろう．このような重層的な解釈を持つ
ジェネリック・スキルがグローバル人材の定義に至っ
た原因を吉原（2007:163-178）は，「産業界 と教育界が，
社会的に有用な人材養成とそれに関わる諸能力につい
て，共通の言語 表現を持たなかった」ためと指摘し
ている．
　
2－4．事業採択校の定める人材像
では，この複雑な経緯で描かれたグローバル人材像
に基づきGGJの全学推進型に採択された11大学が掲
げる育成する人材像および育成する知識・能力・資質
について構想調書から見てみよう．それぞれの開学の
精神や教育理念に基づいた施策が，これまでの大学お
よび教育の国際化の取り組みを大きく発展させる青写
真が描かれており，特色ある人材育成やそれを支える
大学の組織・運営体制の改革案が盛り込まれている．
しかし，一方で，育成する人材像，とりわけ，学生が
卒業時や事業の中核をなす人材育成プログラム修了時
までに修得すべき知識・能力・資質を具体的に定める
事業案は限られている．特に，語学等の標準試験の活
用で点数化の図れる能力以外は抽象的な表現が散見さ
れる．同事業の募集要項に示されたグローバル人材の
定義がそのまま反映されているように見受けられる．
GGJは，よく言えば，経済の急速な発展，バブル崩壊
後の長期低迷，少子高齢化による国力低下の不安感な
どで士気を失いつつある国民，とりわけ内向き志向の
若者を発奮させる仕掛けが組み込まれており，それぞ
れの機関の教育理念や方針を尊重し柔軟性・独自性を
担保した点は高く評価出来る．しかし一方で，卒業時
までに修得すべき知識，能力，資質，つまり
Graduate Attributeについて具体的な提示を求めてお
らず，国際社会や産学官の各分野が必要とする能力・
資質に照らし合わせ，「何をもってグローバル人材と
するか」と，いう視点での考究・議論の軌跡が，ある
程度，ルーブリックのような指標と共に示されている
と，採択校においても，より明確な育成する人材像に
たどり着けたのではないか．
表 1 ．グローバル人材育成事業全学推進型採択校が掲げる育成する人材像（資質・スキル等）
大学 区分 育成するグローバル人材
A 国立
①　 英語力：誰とでも臆すことなく身近な話題について英語で議論でき、専門分野に関する
英語を理解出来る
②　 課題解決力：課題特定力、チームワーク力、場面に応じたリーダーシップ能力、異文化
に対する寛容な態度を持つ
③　 日本人としての自己省察力と責任感：キャリアデザイン力を持つ、日本文化・社会への
ある程度の理解・責任感ある活動の実践ができる人材
B 国立
グローバルかつ予測困難な社会を牽引し、産学官の様々な分野で新しい価値を創造出来る指
導的人材。専門基礎力に加え、以下を習得・経験した人材
①　国際教養力、　②　外国語・コミュニケーション力、　③行動力、　④海外研鑽
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大学 区分 育成するグローバル人材
C 国立
大学の取り組みについては詳細に記されているが、育成すべき人材についての記載は特にな
い。
D 国立
以下を習得した人材
①　英語力・第三言語、
②　 他者を理解しつつ協働していく社会性、文化多様性への理解を志向する文化リテラシー、
国境を越えた交流促進に不可欠なテクノロジーを利用するITリテラシー
E 公立
①　 単に意思疎通を図れるだけでなく、意見の相違を乗り越えられる水準かつ人々の共感と
感動を勝ち取る水準の英語力
②　 自らのアイデンティティについての深い自覚と文化間のギャップに架橋出来るだけの思
想的深み
③　①及び②の資質を高度な水準で備え、国際社会と地域社会に貢献出来る人材
F 私立
①　個人の尊厳を重んじ、多様性を堅持する
②　 地球全体の環境の中で個人や集団の活動を包括的に把握し、地球益（Global  interest）
に配慮しつつ、複合的な要因を持つテーマ（開発・人権・平和・生命等）に取り組む
③　 あらゆる状況や問題の背景と本質を迅速に把握し、将来を見据えて判断する
④　 情報を分かち合い、目的意識を共有することによって、協働する人々と緊密な関係を構
築する
⑤　相手の心をつかむような効果的な手段を用いて、コミュニケーションを取る
⑥　異質な人々の意見を集約し、リーダーシップを発揮して集団をまとめる
G 私立
3タイプのグローバル人材を育成
①　 グローバル・ジェネラリスト：英語による基礎コミュニケーション能力、自文化への体
系的理解、文化的差異への理解力及び対応力を身につけた人材
②　 グローバル・リーダー：異文化・多文化理解力と高度な外国語コミュニケーション能力
を身につけ、グローバル社会における政策立案に参与する人材
③　 グローバル・スペシャリスト：主専攻分野における専門的知識・技能を修得した上で、
当該専門領域での外国語コミュニケーション能力を習得し、グローバル社会における政
策を精緻化することを担う人材
H 私立
グローバルな視点を持って、“Global・Regional・National・Local”のどの場においても課題
解決に貢献するため、「叡智」「志」「実行力」の 3つの能力・資質を持ち備えた人材
I 私立
良心に基いて、自らの責任で思考し、行動できる、「良心を手腕に運用する」「考働する」以
下の人材
①　高度な外国語運用能力を持つ
②　日本と世界の近現代史及び世界の諸宗教についての十分な理解力を持つ
③　専門領域の知識を培う
④　他者を理解し、配慮できるバランス感覚に優れた感性と品性を持つ
⑤　グローバル社会における「公正」と「正義」の実現を求める高度な論理性を持つ
J 私立
日本人としてのアイデンティティや主体性を持ち、経験と知識に裏付けられた世界観と倫理
観、さらにはチャレンジ精神や使命感を持つ。この「確立した個人」を基礎に以下を備えた
人材
①　国際的知識・技能
②　専門的知識・技能
③　マネジメント知識・技能
K 私立
①　 相互理解の立場でさまざまな国・地域の人々と協力できる国際感覚と国際的視野を身に
つけた日本人
②　 日本の高等教育機関で学び、日本を正しく理解し、国際社会で活躍する国際学生
③　 日本と諸外国の間の有効信頼関係の構築と各国・地域の将来の社会・経済の発展に寄与
する人材
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3．グローバル人材育成と海外留学
3－1．人材育成としての海外留学とその効果
しかしながらも，GGJに採択されたこれらの大学の
事業案に共通する施策がある．海外留学の促進である．
もちろん募集要項や申請書のつくりからも，単位取得
を伴う留学の施策化が求められていることは自明だ
が，ここで強調したいのは，海外留学がグローバル人
材育成の要となることが前提となっている点である．
同事業の実施に合わせ拡大された派遣留学支援のため
の文部科学省の予算，世界展開力強化事業や文部科学
省と産業界の連携で施策化された「官民協働海外留学
支援制度～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラ
ム～」10）の後押しもあり、政府主導の派遣留学生12
万人計画11）はラストスパート体制に入りつつある．
では，なぜグローバル人材育成＝海外留学なのか．
異なる言語・文化圏で一定の期間，学習・生活する中
で，語学やコミュニケーション能力を高め，新しい価
値観，社会観，宗教観等に触れ，葛藤したり共鳴した
りしながら成長する機会そのものが，国際社会を生き
抜くためのコンピテンシーの醸成につながることは，
もはやスタンダードではあるが，留学の効能は多くの
研究でも実証されている．例えば，William （2005: 
356-371）は，留学経験は異文化間コミュニケーショ
ン力，とりわけ異文化適応や異なる価値観への配慮に
ポジティブに作用するとし，Lee，他（2012: 768-778）
らは，創造的考察力の伸長，また，Stebleton，他（2013: 
1-24）らは異文化コンピテンシーの向上が留学の最も
大きな成果だと説く．日本でも同様の報告がなされて
いる．留学経験者を対象としたアンケート調査（小林 
2015:1-17）では，留学により向上した能力として
91.7％の回答者が「外国語運用能力」を挙げ，次いで「コ
ミュニケーション能力」（89.8％），「異文化に対応す
る力」（89.8%），「積極性・行動力」（81.2％），「目的
を達成する力」（80.5％），「問題解決力」（78.5％）と，
いずれもグローバル人材育成推進会議の提唱するグ
ローバル人材のもつ能力・資質と留学を強く関連付け
る結果が報告されている．同様の結果を示す野水・新
田（2014:1-27）の日本学生支援機構の奨学生を対象と
した調査では，より長期にわたる留学に明確な効能を
確認し，留学が社会人基礎力などのジェネリック・ス
キルの向上に有効であると結論づけている．
人材育成としての効果が期待される留学は，既に世
界各国で国策として推奨されている．欧州のエラスム
ス（1987年～），エラスムス・ムンドス（2004年～），
エラスムス・プラス（2014年～），オーストラリアの
ニュー・コロンボプラン，中国の国家建設高水平大学
プロジェクト（2007年～）のみならず，サウジアラビ
ア，インドネシア，マレーシア，ブラジル，カザフス
タンなどでも留学のための政府奨学金が設置され，学
生の国際移動を後押ししている．世界の留学人口は今
世紀に入って急増し，2001年から2010年の10年間で倍
増（OECD，2015），特に中国やインドの急成長をけ
ん引する（British Council & Oxford Economics 2014: 
18-30）と予測されている.
3－2．海外留学の阻害要因
このように，言語，文化，生活習慣，価値観や社会
観の異なる地に身を置き，学習・生活を通して研鑽を
積む留学で，国際社会に資する人材に必要な知識や能
力が身に着く留学は大いに推進されるべきである．し
かし一方で，経済的困難，語学力不足，卒業期の遅れ
や就職活動時期と留学期間の重複（小林 2011:1-17），
海外での生活や対人間への不安（小島，他 2014）等
の諸事情により，留学への一歩を踏み出せない学生は
未だ多い． 
例えば，小島，他らの調査（2014:23）では，418人
中34％にあたる142人に留学の意思が見られなかった．
また，東北大学が2015年に実施した学生生活調査9）
（N=2,595）では，半数以上の51.8％が「留学したいと
思わない」と回答し，留学をためらう理由を「留学費
用がかかるから」（28.7％），「語学力に自信がないから」
（24.6％），「海外での生活に対して不安を感じるから」
（19.2％），「卒業期が遅れるから」（18.9％），「日本の
安全性・快適さ」（18.8％）としている．つまり，海
外留学による人材育成が有益であっても，全ての学生
がその恩恵を受けたり，また受けたいと思っている訳
ではないということがわかる．
近年は, 先述した政府主導の奨学金のみならず, 民
間企業や財団も積極的に海外留学のための奨学金制度
を整備したり, 大学が独自に奨学金制度を設けるなど
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して, 海外留学を後押しする動きが出てきている. ま
た, 日本経済団体連合会が中心となり, 留学を促進す
るために新卒採用時期の見直しを図ったり, 海外留学
経験者の帰国時期に合わせて留学生説明会が開催され
るなど産業界も徐々に変わりつつある. しかしながら, 
長期化する経済低迷で, 奨学金を受給しなければ大学
にさえ通えない学生も未だ多く, 留学費用や留学のた
めに留年する費用, 留学に伴う移動で住居の解約, 帰
国後の再契約で発生する費用などを考えると, なかな
か一歩を踏み出せない状況であることは否めない.
　
3－3．海外留学の代替経験
では，いかにして海外留学というグローバル人材育
成への近道に及び腰，もしくは関心のない学生に国際
体験を奨励すべきか．海外留学の代替経験や，留学啓
発および準備教育をカリキュラムに取り入れることで
大学教育のグローバル化を図る方策がある．この，
Internationalization  at Homeは，Wachter（2003: 
5-11）がそのコンセプトを紹介し，その後，Knight
（2004:8-16）をはじめとする高等教育国際化の研究者
らがCross-border Education（海外留学）と並ぶ重要
な高等教育の国際化施策であると提唱している．近年
は，北米を拠点とするNAFSA（国際教育交流協会）
や欧州を中心に展開するEAIE（欧州国際教育協会）
もInternationalization at Homeを強く推奨しており，
今後，その他の地域にも広まることが予想される．
SoriaとTroisi（2013:261–280）がアメリカの大規模な
研究中心州立大学 9校の学生を対象に実施した調査
（N=15,807）では，キャンパス内の活動，例えばグロー
バル/国際化関連のコース（正課），留学生との交流，
グローバル/国際関連の正課併行活動等に参加した学
生の自己評価によるGlobal, International, Intercultural 
（GII） コンピテンシーは，海外留学経験者よりも高い
と報告されている．もちろん，知識，能力，態度の変
化を客観的に測定しているわけではないので効能の比
較にはつながらないが，学内における正課内外の活動
が海外留学の代替となり得る可能性を同調査は示唆し
ている．
　
4 ．カリキュラムの国際化と国際共修
4－1．留学生と共に学ぶ授業
この内なる国際化の一環として，学内における留学
生と日本人学生の国際共修授業が注目されている．国
際共修とは，単に留学生と日本人が同じ教室で同じ科
目を履修することではない．あらかじめ入念に設計さ
れたカリキュラムや授業案と意図的な教育介入によ
り，言語・文化背景の異なる学生同士ともに学び合う
学習機会である．多様なバックグラウンドを持つ学生
が，意味ある交流（Meaningful  Interaction）を通し
て学び合うことから，海外では異文化クラスや多文化
クラスと呼ばれることもある．オーストラリア，アメ
リカ，カナダなどの多民族国家では，学位取得や交換
留学，語学留学などの学業の成就を目的として一定期
間滞在するいわゆる留学生以外にも，移民家庭や異な
る国籍の両親のもとで育ったバイリンガル，バイカル
チュラルの学生など，多様な言語・文化背景をもつ学
生らが教室で机を並べている．異なる価値観をもつ構
成員がクラスに存在することを前提として授業が行わ
れるため，教員も必然的に授業設計において配慮する
ケースもあるが，そこには周到に計画・デザインされ
た双方向の交流と協働学習プロセス（Van der Wende 
2000:25-38）が担保されていなければならない．
日本の大学では，未だ多くのクラスにおいて受講者
の大半を日本人学生が占め，留学生は少数派であるこ
と，また，国際共修の出発点が留学生を対象とした日
本語教育としての「日本事情」やG30で拡充された英
語を教授言語とする授業であることから，自然に多文
化クラスが形成される状況ではない．多文化クラス，
多文化共生，多文化学習，異文化理解，異文化コミュ
ニケーションクラス，文化相互学習クラスなど，大学
によって様々な呼称が存在するが，日本人学生と，一
括りにされた「留学生」の二つの異なる学生群が共に
学び合う「共修」という形で実施されていることが多い．
国際共修では，多様な価値観が共有される．異なる
文化で育った者同士が他人の意見に耳を傾け，これま
で想像さえしなかった考え方や価値観に触れ，戸惑い，
葛藤しながらも，努力することで「異」を理解・受容し，
新たな視点で自分を見つめ直す．それが，自己もしく
は自分の属する社会・文化への批判や否定につながる
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ことも当然あれば，異との融合や価値観の変容，自己
成長を省察するメタ認知にも発展する．このクリティ
カル・シンキングの発展を援助する仕組みが授業内活
動に取り入れられた授業こそが国際共修と称されるべ
きである．知識を一方的に教授する従来の講義形式の
授業や，対象者が日本人であることを前提に展開する
授業に比べ，授業設計や教員による介入において考慮
しなければならないことは多いかもしれない．しかし，
近年，奨励されているアクティブ・ラーニングや課題
解決を取り入れた授業に国際的な視点を加えることで，
どのような授業であっても共修化を図ることは出来る．
　
4－2．国際共修における学習効果
日本人学生と留学生による共修の効果は，異文化間
教育の研究者や実践者の間ですでに十数年前から指摘
されている．学生間の異文化間交流の促進を目的に
行った教育的介入は，学習者の異文化理解の深化のみ
ならず，視野の拡大，自己成長への認識促進および肯
定的な態度変容（加賀美 1999:131-142），学習者の協
働性，多様性尊重などの多文化理解態度要因に肯定的
な影響を与える（加賀美 2006:76-91）．コミュニケー
ション力の向上という側面においても，その基礎とな
る自己開示（池田 他 2004:71-4）やチームワークへの
意識（徳井 1999: 18-23）を向上させ，特に課題解決型・
プロジェクト型学習を取り入れた国際共修は，日本人
学生の異文化交流に対する意欲，柔軟性，感情の自己
管理，不確実なことに対する忍耐力，自己効力，異文
化の許容力を向上させ（末松 2014:11-22），異文化の
みならず自文化理解の促進（末松・阿蕗娜 2008:114-
121）ももたらす．留学生にとっても，日本人学生に
自分の文化的価値観を理解してもらえるよう工夫しア
ウトプットする作業は，日本的なコミュニケーション
スタイルや文化の理解のみならず，日本語能力の向上
につながる（中野 2006: 55-64）．
　
4－3．国際共修における課題
グローバル人材育成事業を皮切りに，日本国内でも
国際共修の実践例が報告されている．坂本・堀江・米
澤（2017）編著の『多文化間共修：多様な文化背景を
もつ大学生の学び合いを支援する』では，国内の大学
の特色ある国際共修の取り組みが報告されている．そ
の他にも，筆者が代表者となり進めている国際共修研
究プロジェクト12）においても国内のグッドプラクティ
スが事例研究対象として挙がっており，その数は今後
ますます増えることが予想される（表 2）．
しかし，日本における国際共修の実践はまだ歴史も
浅く，欧米のようなカリキュラムの国際化を原点とし
て発展してきたわけではない．もともと留学生を対象
とし，日本語教育もしくは留学生への適応支援科目と
して位置付けられてきた（札野，1993:59-69）「日本事
情」のクラスに日本人学生を参加させる形で始まった
ケースが多い．グローバル30やGGJ開始後は，英語
を教授言語とする科目も増えたが，やはりそれらにお
いても，誰のために何を，どのような効果を期待して
行うのか，といった根本的な理念が学内で共有されて
おらず，留学生と日本人学生を一緒にした起こった化
学反応に教育的意義を持たせた，という理解が妥当で
あろう．つまり，日本は共修の理論的背景や体系だっ
た教授法の確立という点ではまだ発展途上にあり，授
業のテーマ設定，学習者の目標，教材選択，指導言語，
教育介入の形態や頻度，効果的なグループ学習の導入，
課題，評価方法のみならず，授業改善や教育の質保証，
またそもそもカリキュラムの枠組みやその中の授業の
位置づけなども，共通言語・理解を持たぬまま進んで
いる．
留学生と現地学生の正課内外での交流が異文化コン
ピテンシーの向上に影響することは既に諸研究でも明
らかになっている（Leask, 2009:205-221）．Leaskと
Carroll（2011: 647–659）は，キャンパスにおける正
課内外の異文化交流の教育意義に言及しながらも，
Meaningful  Interactionは自然発生するものではない
と警鐘を鳴らし，以下の「微調整」（p.653）により現
行の取り組みの改善を強く推奨している．
1） 大学入学時より正課・課外での活動を共通の目
標（＝Meaningful Interaction）のもと連動させ，
マッピングを用いて体系立てる
2） 上記の正課・課外活動で学生が行うタスクや活
動は周到に計画し，また管理する
3） 1 ， 2 を効果的に実施するための研修を実施す
る
─  48  ─
末松 和子・「内なる国際化」でグローバル人材を育てる
表 2 . 国内の国際共修実践事例（2015年調査より）
科目名 対象学生・定員 実施場所 単位付与 指導言語 大学
日本文化を考える 30名 教室 2単位 日本語 東北大学
日本文化演習：映像に見る日本語
と日本文化
留学生20名
国内学生10名 教室 2単位 日本語 東北大学
日本語の文法を外から見て考える 30名 教室 2単位 日本語・英語 東北大学
文章による議論の方法 12名 教室 2単位 日本語 東北大学
日本の伝統文化を通じた日本理解 60名 教室・学内外施設 2単位 英語 東北大学
宮城の伝統文化を通じた日本理解 25名 教室・学外施設 2単位 英語 東北大学
多文化日本を生きる 国内学生 1年生15名留学生 定員無し 教室・学外施設 2単位 日本語 東北大学
キャンパス国際化への貢献：留学
生との協働プロジェクトを通して
国際性を身につけようI
定員無し 教室・学内外施設 2単位 英語 東北大学
キャンパス国際化への貢献：留学
生との協働プロジェクトを通して
国際性を身につけようII
定員無し 教室・学内外施設 2単位 英語 東北大学
異文化間コミュニケーションを通
じて世界を知ろう 定員無し 教室・学外施設 2単位 日本語 東北大学
近代日本の歴史と思想 20名 教室 2単位 日本語 東北大学
仙台の国際化推進プロジェクト:
留学生とともに地元百貨店に貢献
しよう
定員無し 教室・学外施設 2単位 英語 東北大学
サマーコースを企画する 30名 教室・学内外施設 2単位 日本語 東北大学
国際理解教育の実践 25名 教室 2単位 英語 東北大学
人権教育の促進 25名 教室 2単位 英語 東北大学
異文化コミュニケーション演習/
相互文化テーマ演習
50名（留学生25名
国内学生25名） 教室
国内学生 2単位
留学生 1単位 日本語・英語 立命館大学
グローバル人材養成プログラム 48名 教室・学外施設 無し 日本語・英語 立命館大学
国際合宿研修 26名 学外施設 2単位 日本語・英語 岩手大学
多文化コミュニケーションA 学部 2～ 4年生40名 教室・学外施設 2単位 日本語 岩手大学
多文化コミュニケーションB 学部 1年生40名 教室・学外施設 2単位 日本語 岩手大学
留学生理解と国際教育交流 30名 教室 2単位 日本語・英語 一橋大学
異文化コミュニケーション 20名 教室・学外施設 2単位 日本語・英語 一橋大学
留学生と日本～異文化を通しての
日本理解
40名（国内学生
2年生以上） 教室 2単位 日本語 名古屋大学
多文化コミュニケーション論（基礎） 大学院生10名程度 教室 2単位 主に英語 名古屋大学
多文化コミュニケーション論（応用） 10名程度 教室 2単位 主に英語 名古屋大学
日本文化の国際展開 学部1年生12名 教室 2単位 日本語・英語 名古屋大学
Global Environment Issues and 
Management 学部生 教室・学外施設 2単位 英語 広島大学
Cros-cultural Studies on 
Education 10～20名 教室・学外施設 2単位 英語 広島大学
異文化接触と文化学習
（Introduction  to  Intercultural 
Interaction）
42名 教室 2単位 日本語 広島大学
日本教育論 15名 教室・学外施設 2単位 英語（場合により日本語も使用可） 広島大学
「札幌」をフィールドワークする 国内学生10名留学生10名 教室 2単位 日本語 北海道大学
日本語のバリエーション 国内学生10名留学生10名 教室 2単位 日本語 北海道大学
ことばと社会 20名 教室 2単位 日本語 北海道大学
異文化理解の視点から見る日本の
社会と文化 24名 教室・学外施設 3単位 日本語
秋田国際教
養大学
日本のメディアとコミュニケー
ション 45名 教室 2単位 英語 大阪大学
留学生との共修・協働による長崎
発グローバル人材基礎形成事業 定員無し 教室・学外施設
活動の内容に
より異なる
日本語（場合により
中・韓国語も使用可） 長崎大学
地域文化B 2 20名 教室 2単位 日本語・英語 東洋大学
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4－4．日本国内における国際共修普及
オーストラリア政府の委託事業として実施された
「Finding Common Ground: Enhancing  interaction 
between domestic and  international students, Guide 
for academics」（Arkoudis  他 2013: 222-235）は，正
課内外における共修を推進するための教育実践者およ
び研究者のための教本として，多様な言語・文化背景
をもつ学生間の交流を学びにつなげるためのフレーム
ワークを提示している.日本でも，国際共修の理論構
築と並行して，同様のガイドラインの開発を急ぐ必要
がある．また，構築した理論やペダゴジーの検証およ
び学習効果の測定等の研究を推進し，日本国内におけ
る共修の質の向上のみならず，今後，普及が進むであ
ろうアジアにモデルケースを提示することで，高等教
育国際化の発展に寄与することが期待される. 
５ ．おわりに
カリキュラムの国際化を屋台骨とした国際共修がグ
ローバル人材育成の発展に果たす役割は大きい．留学
生30万人計画や派遣留学の倍増計画で学生の国・地域
をまたいだ移動はさらに活発化し，高等教育機関の多
様化は今後ますます進むであろう．Barrett，他は 
（2014:33-34）は，異文化コンピテンシーの向上を目的
とした正課・正課外教育はグローバル・シティズン（地
球市民）教育の基盤であり，異文化教育科目にとどま
らずあらゆる教育実践に導入されるべきであると説い
ている．実のところ，教育の国際化や共修の先進国で
あるアメリカやオーストラリアであっても，全学的な
カリキュラムの国際化の普及においては苦戦している
ため，Internationalization at Homeは世界共通の課題
でもある．日本が，留学生にとっても国内学生にとっ
ても魅力ある学び舎を提供し続け，真の共生社会とし
て発展するためには，まずは高等教育現場で, 国際共
修をはじめとする教育の国際化施策をカリキュラム内
に位置づけ，継続的な効果検証を教育の質保障につな
げる努力をしなければならない．そのためには，大学
のみならず学内のあらゆる組織，教職員，学生が一丸
となり，「異」の受容と「自」の再考を新たな価値創
造へ発展させる意識改革に取り組むべきであろう．
注
1 ）日本の国際競争力の向上や国と国の絆の強化の基盤
としてグローバルな舞台に積極的に挑戦し活躍できる
人材を育成する施策. 大学教育のグローバル化と体制整
備を推進する事業に対して重点的に財政支援を実施. 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/09/
attach/1326084.htm.
2 ）日本で受け入れている留学生が「昭和58年当時、他
の先進諸国に比べ際だって少ない」ことなどを背景に
中曽根総理大臣（当時）が2000年までに留学生数を10
万人に増やすことを提唱した。
3）福田内閣（当時）時に打ち出された施策．日本の国
際競争力の向上を図り世界により開かれた国としてア
ジアや世界の間のヒト・モノ・カネ，情報の流れを拡
大する「グローバル戦略」の一環として，2020年を目
途に30万人の留学生受入れを目指す.
4 ）留学生受け入れ拡大施策で，英語で学位が取得でき
るコースや海外拠点によるワンストップサービスの提
供，産業界との連携，拠点大学間のネットワーク化を
通じて, 資源や成果の共有化を図ることで大学の国際化
を推進.13大学が採択された．
5）高等教育の国際競争力の向上を目的に，海外の卓越
した大学との連携や大学改革により徹底した国際化を
進め,世界レベルの教育研究を行うトップ大学や, 国際
化を牽引するグローバル大学に対し,制度改革と組み合
わせ重点支援を行う文部科学省初の10年間プロジェク
ト．
6）日本とアジア等の架け橋となる高度外国人材の育成
や国際的な知的ネットワークの形成による国際競争力
強化を目指した事業．
7）国が指定する重点国・地域の大学と質保証を伴った
連携や学生の交流を進め，国際通用性のある質の高い
教育を行うための教育施策.
8 ）重点地域に留学コーディネーターを配置し，日本留
学のプラットフォームを構築し，現地の情報収集や日
本留学の魅力発信などの活動を支援する施策．
9）http://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/
studentlife/09/studentlife0901/ を参照のこと. 
10）文部科学省が産業界と連携し取り組む「留学促進キャ
ンペーン」で,海外留学者に海外留学のための財政支援
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（奨学金）を行う.
11）世界のグローバル化等に対応する人材育成を推進す
るために日本人留学生を 6万人（2010年）から2020年
までに12万人に倍増させる計画.
12）本調査は高度教養教育開発推進事業（平成27年度）
及び科学研究費基盤研究（Ｃ）（研究代表者：末松和子）
の助成を受け実施したものである. 
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